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大阪パワースポットめぐりたくっちの

動画は5ページへ

（一社）大阪府宅地建物取引業協会　（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部
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気持ちが沸き上がっていたある日、1枚の新聞折込に目が
留まった。「デザイナーズハウスのようなおしゃれな家の
広告。『こんな家を売ってみたい』と、家を売るチラシなの
に採用面接のお願いの電話をかけました。今思うと大胆で
すよね」と笑う。無事に採用はしてもらえたが、この時28
歳。“オールドルーキー”としてのスタートだった。

元々、人と話す・聞くことが好きな“営業向き”の性格。介
護の現場で高齢者の話を傾聴していた経験もプラスに働
いたのか、営業成績は良好。「初めての不動産業界でした
が、苦労を感じたことはあまりありませんでした」と話す。

不動産業で結果が出るようになると、かつての独立願望
が再び顔をのぞかせるようになる。1社目で基礎を学ん
だ後、建売住宅の仲介・販売を幅広く手掛ける会社へ。さら
に、完全歩合制の会社に転職した。「独立の一歩手前。自分
の力がどこまで通用するのか、腕試しの気持ちもあった」。
チラシの制作から配布、インターネットへの広告掲載な
ど、ありとあらゆる経費を自ら差配しなければならなかっ
たが、「何にどれだけお金がかかるのか、またその流れを勉

1977年、大阪府で生まれた堤氏。「保育園、幼稚園、小学
校で3回ずつ引っ越したので、府内のどこが出身地かは特
定が難しいんです（笑）」。その範囲は大阪市内から北摂、南
河内までと広い。「住んだ家の多くは団地かアパート。狭く
て、もちろん自分の部屋などありませんでした。友だちの
家が広くてうらやましかったですね」。

20代の頃はガスの工事会社や総合広告代理店の営業職
など、さまざまな職を経験した。中でも老人ホームでの介
護職が最も長く、3年の実務経験を経て国家資格の介護福
祉士を取得。「当時は不動産業に身を置くとは夢にも思っ
ていなかった」と振り返る。

20代後半、介護事業で独立に向けた準備を始めた矢先に
父親のがんが再発。独立どころではなくなったが、勤めて
いた老人ホームには退職の意思を伝えていたため戻るこ
ともできず、長距離トラックの運転手に転身。将来につい
て考える中で「もう一度、営業の仕事をしてみたい」という

介護福祉士や長距離のトラックドライバーなど“異色の”経歴を持つ堤俊介代表取締役。
不動産業に身を投じたきっかけから、独立までの経緯。設立から10年がたったグラン
ディルホームの強みや思い描く未来などを伺った。

株式会社グランディルホーム　代表取締役 堤  俊介さん大阪府羽曳野市

今月の活躍会員
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お客さまの人生に寄り添い、
まるごとサポートする夢を描く

インタビュー動画は
COCOARで

こちらをスキャン
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不動産チラシを見て、自らを売り込む
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仕事のやりがいは、お客さまからいただく「ありがとう」
のひと言。そのひと言のために従業員と共有しているポリ
シーは“お客さまが気づいていないニーズ”を引き出すこ
と。「インターネットにあふれる情報には間違ったものも
あります。私たちがプロの目線でお客さまのニーズをより
深く、言葉の奥にある本当のご要望を聞く。限られたご予
算を一番のニーズに集中できるよう、心掛けています」。

多忙な毎日の息抜きは、全力で遊ぶこと。夏はサーフィン
をはじめとするマリンスポーツ全般、冬場はスノーボード。
自家用車でのサーキット走行や大型バイクでのツーリン
グ、週3 ～ 4回のジム通いと趣味は多彩だ。「じっとしていら
れない性格なので、休みの日はほとんど家にいません（笑）。
従業員とも一緒に出掛けることが多く、全力で遊ぶことが
チーム力を強めることにもつながっているのかな」と笑う。

広い土地がリーズナブルに手に入るという理由で会社
の拠点に選んだ羽曳野市も、近年の不動産価格高騰の影響
を受けている。「価格高騰が続き、平均的な年収では心から

『欲しい』と思える家が買えなくなってしまうことを避け
たい。お客さまの収入が追いつくのが早いのか、地価が落
ち着くのが早いのか。動向を注視しています」。

こうした土地高騰への対策として、新工法・テクノスト
ラクチャーによる3階建て住宅の可能性を模索している。

「間口が細く、間取りのバリエーションが少ない3階建ては
南河内ではほとんど需要がありません。弊社独自のデザイ
ン性と、テクノストラクチャーの耐震性。二つの強みを掛
け合わせることで、狭小な土地でも3階建て需要の掘り起
こしができるのではないか」と意気込む。
「会社設立からの10年間は自分のこと、会社のこと、従

業員のことで精いっぱい。宅建協会の活動にもほとんど関
わってきませんでした。これからの10年は協会や不動産と
いう大きなくくりの中で私にできることがあれば、積極的
にお手伝いさせていただければと思っています」。プラス
思考で力強く語ってくれた。

強できたことが大きな自信になりました」。

不動産業に飛び込んで6年、34歳になった2012年の年
末に独立を決意した。「『独立するなら35歳までに』と漠然
と考えていた中で、年をとるにつれて自分自身に勢いがな
くなってきていることを感じていました。『思い立った今
やらなければ、一生独立しないかも』と半ば勢いでの決断
でした」。年が明けた2013年、奥さまの誕生日でもある2月
5日にグランディルホームを設立した。
「過去の3社で不動産業への手応えは感じていたものの、

自分で会社を興すのは勝手が違います。何から始めていい
か分からず、輪転機で刷ったチラシをポスティングする毎
日でした」。当初は仲介業からのスタートだったが、自分で
描いた間取りやプランニングが評判を呼び、家を購入して
いただいたお客さまの口コミでその親戚や友人を紹介し
ていただけるようになった。

2023年に会社設立10周年を迎えた。この間、グループ企
業として施工会社の「グランディル創建」、マンション管理
を手掛ける「グランディル総合管理」を設立。2022年には
結婚相談事業を手掛ける「グランシェリー」を設立した。

「お客さまのほとんどがファミリー層の弊社にとって、人
口減少社会は看過できない課題。パートナーが見つから
ない独身の方に出会いの機会を提供しています。無事に
成婚し、いずれ不動産の面でもサポートさせていただけ
ればと、5 ～ 10年の長いスパンで考えています」。事業が
軌道に乗れば、介護福祉士の資格も生かして、いずれは老
人ホームや介護事業へ――お客さまの人生をまるごとサ
ポートする夢を描く。

これまでの10年を振り返り「グループのシナジーを生か
し、クオリティーと価格のバランスという点で理想的な家を
ご提供できているのではないかと自負しています」と堤氏。

社名の「グランディル」は北フランスの都市
ストラスブールにあるグラン・ディルに由来し
ている。「グラン・ディルは街並みが美しく、世
界遺産が数多くある地域。『南河内を』と言うと
話が大きすぎるかもしれませんが、いつか羽曳
野に大分譲地ができたときにはグラン・ディル
のような街づくりに貢献ができればとの思い
を込めました」と堤氏。

 会社DATA

株式会社グランディルホーム
代表取締役　堤  俊介
大阪府羽曳野市恵我之荘4丁目4番
18号
事業内容：不動産売買・デザイナー
ズ注文住宅・不動産仲介・リフォー
ム全般・マンション賃貸・管理
https://www.grandeile.jp/

「今やらなければ」勢いで会社を設立

シナジーを生かし理想的な家をご提供

新工法で3階建て住宅の需要を喚起
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10月17日（火）に、滋賀方面へ名誉役員・OB会研修旅行に行って
きました。

メンバー 20名参加のもと、親睦を深め、また賃貸管理の研修を
行うなど、大変有意義な研修旅行となりました。

第5回理事会・幹事会合同会議　報告

名誉役員・OB会研修旅行を開催しました

■会議
（一社）大阪府宅地建物取引業協会・
（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部
第5回理事会･幹事会合同会議

■日時/形式
11月27日（月）15時30分～
大阪府宅建会館2階会議室並びにWeb会議「Zoom」

■審議事項
・会長選挙等に関する規約の一部改正に関する件
・事務局規程の一部改正に関する件
・選挙管理委員会・代議員選挙管理委員会の設置に関する件
・認知拡大に向けた広報活動に関する業務委託契約に関する件
 ⇒原案どおり承認

■報告事項
・新入会員承認
・廃業等による会員資格喪失者
・行政処分（免許取消）による会員資格喪失者
・会費未納による会員資格喪失者
・（宅・保）令和５年度中間決算報告
・宅建協会（定款第22条５に基づく）職務執行状況報告
・令和６年度支部への業務委託内容・業務委託費（案）
・会長推薦委員の辞任
・各委員会報告
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「幸運の神様 ビリケン像」
通天閣は知る人ぞ知る「なにわのパワースポッ
ト」。5階の「黄金の展望台」では八福神めぐりを
しながら最高の眺望を楽しめます。鎮座するビ
リケン像は足の裏をなでるとご利益があると言
われ、観光客に人気です。
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TAKUMAGA NEWSTAKUMAGA NEWS

9月6日（水）～ 11月7日（火）にかけて、「事業承継セミナー &個別
相談会」を開催しました。昨年の事業承継ラボに引続き、M&Aの専
門家である五島洋弁護士を講師に迎え、これまで蓄積してきた取引
先との関係を簡単に終了させないため、同じ感性を持った地域事業
者に事業を引き継いでもらうため、売り手と買い手の双方の立場か
ら「事業承継」を学ぶことで、適切なマッチングにつなげていく画期
的な取組みです。

本年度は「後継者がいない時のM&Aについて」「小規模・財務状態
の悪い場合のM&A」「具体的事例を交えたQ&A」をメインテーマに、
明解に解説いただきました。

10月30日（月）～ 2月6日（火）にかけて、先駆者の経験を学ぶこと
から、自身の実践へとつなげる「地域価値向上セミナー」（全7回）を
開催しています。

第1回は、（一社）大阪府不動産コンサルティング協会理事の
米田淳氏を講師に迎え、「空き家問題解決の実践的アプローチ」と
題して、複雑な相談事例を紐解き、空き家相談が「人と物」及び「お
金」の複層構造であること、問題解決の具体的手法を例示いただ
きました。

第2回は、暇と梅爺株式会社の後藤大輝氏を講師に迎え、東京・墨
田区の長屋を舞台に、「新旧融合による文化の育成とそれを地域に
受け入れられるための仕掛け」と題して、感覚を共有する表現者と
ともに、まちに文化的価値を付加していく取組みを豊富に紹介いた
だきました。

事業承継セミナー＆個別相談会を開催（全３回シリーズ）

地域価値向上セミナーを開催（第１回・第２回）

特集 エリア価値の向上をめざして

会員支援事業

これからも大阪宅建は、身近で頼りになる存在として、
会員の団結やビジネス支援の機会を提供していきます。

本年度は、加盟店同士の交流・親睦を重点活動に据え、知識

や情報、志を共有する取組みで、支部や世代を超えたボラ

ンタリーチェーンの横のつながりを活かして、相互にビジ

ネスチャンスを創発しました。

TAKTAS.事業

9/25
加盟店研修

交流会を開催

10/11
 加盟店日帰り

バスツアーを催行

11/19 
たくっち

チャリティフェスタに
出展

加盟店
 増加中！
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新年あけましておめでとうございます。

会員の皆様方におかれましては、健やかに新年をお迎えになられたこととお喜び申し上げます。

平素は、本協会の諸活動に対し、各段のご支援ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

初めに、この度の地震により、お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈りいたしますとともに、

被災者の皆様に心よりお見舞いを申し上げます。

さて、昨年を振り返りますと、ウクライナ情勢に加え、イスラエル・パレスチナでの紛争が起きる

など、厳しい国際情勢が続く中、我が国日本においては、長期に及ぶ円安傾向に加え、相次ぐ物価の

上昇など先行き不透明な状況が続いております。

一方、コロナ禍につきましては、各種制限の緩和により、インバウンド需要・国内観光需要が回復

し、経済活動には明るさが取り戻し始めてきました。

そのような中、不動産業界においては、昨年9月に発表された基準地価を見ますと、地方圏の住宅

地・全用途平均が31年ぶりに上昇となったほか、大阪圏では住宅地・商業地・全用途平均のすべてに

おいて2年連続の上昇が見られ、本格的な回復が期待できる状況となってきました。

本協会におきましては、協会ウェブサイトを全面リニューアルしたほか、「会員管理のオンライン

化」のモデル協会としてリリースに向けた準備を重ねて参りました。加えて、本年1月1日より「ハト

マーク・ロゴ」が新デザインとなり、ハトマークグループのリブランディングに向けた活動も進んで

参ります。

会員皆様方の事業機会を創出し、消費者や地域とのつながりを多くお持ちいただき、「人・住まい・

地域をつなぐ懸け橋」になる環境づくりを実践して参ります。

また、大阪宅建独自の事業である不動産ネットワーク「TAKTAS．」事業においては、交流会・研修

会などを開催し、より一層の会員同士のネットワーク確立を目指してまいります。

本年も引き続き、「本当に必要な物は、前例にとらわれず、スピード感をもって」協会業務の効率化

と会員の業務支援を推進していく所存です。

むすびに、皆様のより一層のご支援とご協力をお願い申し上げるとともに、皆様にとって飛躍の

年となり、益々のご繁栄とご健勝をお祈り申し上げまして、新年のご挨拶とさせていただきます。

年頭のごあいさつ
一般社団法人大阪府宅地建物取引業協会

会長　高村　永振

年頭のごあいさつをYouTubeでも配信中！

【URL】https://youtu.be/TYwFC2Le7EI
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TAKUMAGA NEWSTAKUMAGA NEWS

年頭のごあいさつ
大阪府知事　吉村　洋文

新年を迎え、謹んで年頭のご挨拶を申し上げます。

皆様には、日頃から宅地建物取引業の振興を通じ、大阪府政の推進に格別のご理解とご協力を賜り、

厚くお礼申し上げます。

初めに、令和6年能登半島地震で、お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈りいたしますととも

に、被災者の皆様に心からお見舞いを申し上げます。大阪府としても、被災地の一日も早い復旧・復興に

向け、できる限りの支援を行ってまいります。

昨年春、大阪を今よりも良くしたい、さらに元気にしたい、という思いを胸に、「教育無償化」「2025年

大阪・関西万博の成功」「府市一体の成長戦略」を大きな柱に掲げ、知事として2期目の府政の舵取りをス

タートしました。

2025年大阪・関西万博については、開幕までいよいよ1年あまりとなりました。万博の意義や効果、各

国の展示内容などを、国や博覧会協会、経済界などとも連携し、府民の皆様をはじめ国内外にしっかり

発信することで、より一層の理解促進や機運醸成を図ってまいります。

あわせて、産学官民一体で「大阪ヘルスケアパビリオン」において、健康医療やデジタル化といった取

組を体現するとともに、多くの来場者が見込まれることから、地域住民や観光客などの移動手段を確保

するため、大阪版ライドシェアの導入に向けて取り組みます。

また、万博を一過性のものとせず、万博をインパクトに、大阪の成長軌道をさらに高みに引き上げる

ため、カーボンニュートラルに資する最先端技術を万博会場内外で実証・活用し、開発・実用化を促進し

ます。加えて、世界中から人や投資を呼び込むため、世界最高水準の成長型IRを核にした国際観光拠点

の形成や、国際金融都市OSAKAの実現に向けた取組を加速させてまいります。

さらに、これら大阪の持続的な成長を支える基盤として、インフラ整備や大阪のポテンシャルを活か

した魅力あるまちづくりを進めてまいります。

不動産流通を通じてまちづくりに携わる皆様におかれましては、引き続き、ご理解とご協力を賜りま

すよう、よろしくお願いいたします。

結びに、一般社団法人大阪府宅地建物取引業協会並びに公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会

大阪本部の今後ますますのご発展と、本年が皆様にとって実りある素晴らしい年となりますようお祈

りいたします。
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TAKUMAGA NEWSTAKUMAGA NEWS

青鳩会・大阪青年司法書士会共催「研修会・交流会」を開催

青鳩会主催「ゴルフ大会」を開催

10月23日（月）青鳩会と大阪青年司法書士会が共催する「研修会・交流会」が開催されました。
難波にあるレストラン「FUN SPACE DINAR」で開催し、110名が参加されました。
前段は、丸順不動産株式会社 代表取締役 小山隆輝氏から【「エリア価値を高める空き家の利活用」～街そ

して人の案内人となるには!? ～】をテーマとした講演、続いてアイキューブ司法書士事務所 山本孝雄氏から
【使える?家族信託】をテーマとした講演を行いました。

後段はクイズ大会を開催し、終始参加者同士で活発な交流ができました。

11月1日（水）青鳩会主催の「ゴルフ大会」が開催されました。
ゴルフ大会は「花吉野カンツリー倶楽部」で開催し、50名が

参加されました。
当日は天候にも恵まれ、プレー・自然を満喫、表彰式も大い

に盛り上がり、参加者同士の活発な交流ができました。
優  勝

花川　智彦さん
㈱花川住建

おめでとうございます！
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TAKUMAGA NEWSTAKUMAGA NEWS

この研修会は会員の更なる資質向上のために行う、大阪宅建協会研修規程に定められた受講義務のある実務研修会です。

年々増加し続ける空き家・所有者不明土地対策として、民法及び不動
産登記法の改正、相続土地国庫帰属法の制定等、様々な関係法令が変
化しており、宅建業者がそのような不動産に関わる機会は必然的に
増加することが予測されます。本テーマでは、これからの空き家に関
連する諸問題に対し関係法令がどのような影響を及ぼすか、例を示
しながら解説いたします。

不動産業・宅建業の実務においては契約時の特約、募集時の広告、管
理物件の住民とのコミュニケーション等、様々な場面でトラブルが
起こりえます。しかも、実際のトラブルにおいては、民法等の諸法令
ではっきりと規定されていないような、個別の事情を勘案すべき事
案も多く存在します。本テーマでは、そのようなトラブルの対策・考
え方について、裁判事例を用いて詳しく解説いたします。

①（令和３年）民法改正及び相続土地国庫帰属法制定について
　・民法改正の概要　・相続土地国庫帰属法制定の概要
②空き家・不動産の共有から生じる問題の解消に
　改正民法が活用される場面について【相隣関係編】
　・隣地使用　・ライフライン設備の設置使用　・越境竹木の枝の切除
③空き家・不動産の共有から生じる問題の解消に
　改正民法が活用される場面について【所有者不明編】
　・共有物の管理・変更・解消　・管理不全土地建物の管理・処分
④空き家問題の解消に相続土地国庫帰属法が活用される場面について
　・有用性・手続き・用件・負担金等

①日本語が理解できない外国人に対する説明責任
　・融資利用特約の解釈・適用の可否
　・外国人との取引において注意すべきこと
②「新築同様フルリフォーム」と謳った中古マンションの設備不良
　・宅建業者売主の契約不適合責任の有無
③賃借人が漏水事故の立ち入り調査を拒絶
　・賃借人の受忍義務
　・賃貸人と賃借人との間の信頼関係
④共有物件の賃料増額請求に必要な持ち分割合は？
　・共有物の保存行為・管理行為・変更行為

『相隣関係・所有者不明土地・相続について』
～空き家・不動産の共有から生じる問題の解消～

（約60分）

トラブル発生！ケーススタディから見る
対応策と未然防止のポイント

（約72分）

研修会形式：Web研修（Web動画配信による研修会）【全体132分】

 令和5年度 第 3 回第 3 回不動産業務研修会不動産業務研修会

第1部 第2部

Webサイト操作マニュアル
https://takken-kenshu.com/pdf/manual.pdf

大阪宅建協会Webサイト
https://www.osaka-takken.or.jp/

動画視聴期間 

受講方法

受講料

令和6年 2月5日月 午前0時～3月8日金 午後11時59分※

『大阪宅建協会 会員ページ』にログイン→『Web研修サイト』
→研修動画を視聴 （確認テスト回答が必要）

会員（正会員・準会員Ａ・準会員Ｂ・会員業者にお勤めの従業者）は無料

※研修動画を視聴しないと確認テストへ進めません。（初回視聴時は早送り不可）期間を過ぎますと自動的に期間外画面になり、確認テストに回答できなくなります。
※パソコン故障やインターネット回線の混雑・不具合による受講漏れのないように、期間には余裕をもって受講完了してください。
※�宅建業法違反会員に対する処分を審議する際に、不動産業務研修会未受講者は処分を加重します。具体的には、過去3年間に60％以上の受講率がない場合に加重されます。

【主　催】　 （一社）大阪府宅地建物取引業協会・（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部

研修動画上映会

研修動画上映会申込書

日　時

会　場

令和6年 3月1日金 13:30～16:00 終了予定 （13:00～受付）
※ご都合が合わない場合は本部までご相談ください。

大阪府宅建会館 2階会議室（大阪市中央区船越町2-2-1）※インターネット環境のない会員・会員以外 対象

※ご所属の支部にFAXしてください。ご受講いただけない場合のみ、所属支部からご連絡します。

所属支部

商号または名称

出
（ フ リ ガ ナ ）

席者

（区分）　　　　・正会員　　　　・準会員Ａ　　　　・準会員Ｂ　　　　・その他従業員　　

よ
ろ
し
く

お
願
い
し
ま
す
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① 64743

① 64716

① 64738

① 64732

① 64718

① 64765

① 64756

① 64759

① 64431

① 64747

① 64652

① 64734

① 64777

① 64774

① 64770

① 64810

① 64751

① 64737

① 64761

① 64778

① 64773

① 64724

① 64754

① 64726

① 64779

① 64783

① 64745

① 64672

① 64736

① 64748

① 64742

① 64758

① 64791

① 64808

① 64798

① 64659

① 64731

① 64708

金光不動産㈱

スタイルクリエーション㈱

㈱Room Hearts

㈱NKG

NCイノベーション㈱

㈱TSUNAGUコーポレーション

㈱Glanz

㈱GOAT

カナル㈱

㈱LCL

㈱エスタスプロパティ

㈱アイリスフロンティア

㈱Raymond

フェイス行政書士事務所

三権産業㈱

㈱Liberty

㈱HOME BACKS

㈱エイチアールケーホールディング

エスタス㈱

㈱INMYLIFE

大東不動産㈱

㈱カクモ

㈱オクト

㈱G Peace

紙とえんぴつ一級建築士事務所

濱野建材㈱

御浜建設㈱

㈱NTプランニング

㈱加藤工務店

㈱翔ハウジング

㈱オネスト

㈱キラットホーム

京阪神プランニング㈱

㈱アイワ

㈱NEXUSHOME

㈱IWTカンパニー

㈱ALBA ESTATE

インテクト㈱

金光　一登

三代　武瑠

永井　和弥

中島　由隆
吉井　隆彦

完島　千景

中嶋　栄光

堀本　侑汰

河　　啓一

李　　成龍

溝辺　　鴻

梶塚　斗夢

上中野拳土

出野　勝巳

陳　　真美

TRAN BA MINH

小菅　晃寿

上村　久樹

西村　　賢

藤江　　純

乾　　益代

植松　　哲

服部　憲幸

佐藤　大紀

山本　達也

濱野　良平

久保　昌也

中尾　麻美

加藤　智則

中井　翔太

水澗　俊広

松本　大幸

入江　　悟

藍原　仁美

村田　憲彦

平川　保文

熊崎　貴浩

髙橋　紘樹

支　部 商　号 氏　名 免許番号

新入会員
2023年10月度

新大阪

北

中央

西

なにわ南

なにわ京阪

なにわ東

なにわ阪南

北摂

北大阪

京阪河内

東大阪八尾

南大阪

堺市
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① 64785

① 64845

① 64786

① 64561

① 64771

① 64827

① 64790

① 64792

① 64799

① 64813

① 64723

① 64823

① 64833

① 64809

① 64775

① 64630

① 64820

① 64842

① 64876

① 64839

① 64697

① 64830

① 64822

① 64874

① 64852

① 64834

① 64750

① 64863

① 64865

① 64835

・2023年11月入会時点の情報です。
・2023年11月末現在の会員数は  正会員 8,595名   準A 723名   準Ｂ 5,662名

RAM㈱

㈲オリワン

㈱グランドルーフ

㈱S-Kライズ

㈱MANJYU

㈱I BE

㈱福楽

㈱オー・エヌ・コーポレーション

㈱LAVISH

㈱本町不動産

㈱多伽羅

㈱CORE WORKS

㈱グローバルビジョン

嘉宝㈱

かんさい桜不動産㈱

アース・ホールディングス㈱

㈱ハウス不動産情報

エヌエスライティング㈱

㈱オフィスKP

㈱リバイブコア

㈱がもじん

㈱ハウスパートナー

㈱レック

ビジネスサポートプラス㈱

㈱サンテラス不動産

ユウトク㈱

㈱タカケンコーポレーション

レガリアレジデンス㈱

宏聞建設工業㈱

㈱ILUCa

安井　良太

若林　照美

井村　正臣

鎌田　直記

飯田　悠介

木下　翔太

山形　健太

石　　秀祥

亘　　一輝

河合　　宏

史　　博安

谷口也寸志

西村　太輔

馮　　海軍

韓　　秀景

金澤　鐘𣳾
山本　悠人

中西　普一

宮本　洋行

佐伯　智史

西岡　康朗

田中　雄也

大村　　聡

山本　健介

山崎　正義

宮脇　　崇

髙畑　健悟

山下　春信

中澤　弘一

谷口　俊貴

支　部 商　号 氏　名 免許番号

※最新の会員情報は、大阪宅建Ｗｅｂサイトの会員検索よりご確認ください。
　「商号」もしくは「氏名」により、キーワード検索を行ってください。

大阪宅建Web
会員検索トップページ▶

2023年11月度

新大阪

北

中央

西

なにわ京阪

なにわ阪南
北摂

京阪河内
堺市
泉州
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重要土地等調査法に基づく3回目の区域指定について

内閣府からのお知らせ

大阪府からのお知らせ

インターネット上の誹謗中傷やトラブルに関して幅広く相談を受け付ける窓口です。
相談はLINE、電話で簡単にできます！ひとりで悩まず、まずは本窓口にご相談ください！

大阪府インターネット誹謗中傷・トラブル相談窓口「ネットハーモニー」が開設されました！

【LINE・電話】 月曜日から土曜日：16時～22時／第2日曜日：13時～18時
【メール・FAX・手紙】 常時受付
【面接・弁護士等専門家への無料相談】 LINE・電話等にて事前予約

LINE事前予約は
こちらから

対象

相談日時

大阪府内に在住、在勤、在学されている方やその親族の方等

「重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況
の調査及び利用の規制等に関する法律」に基づき、防衛関係施
設等の周囲おおむね1,000ｍの区域内及び国境離島等の区域
内の区域を「注視区域」・「特別注視区域」として指定すること
とされていますが、今般、３回目の指定として、12月11日に大
阪府内の一部の区域を含む、合計180の区域を指定し、令和6
年1月15日に施行されました。施行日後においては、指定され
た区域内の土地・建物で防衛関係施設等の機能を阻害する行
為が行われていないか内閣府が調査を行うほか、「特別注視区
域」内において面積が200㎡以上の土地・建物を売買等する際
には、あらかじめ内閣府に届出をすることが必要になります。

大阪府内では該当ないところですが、宅地建物取引業者の

皆様におかれましては、「特別注視区域」内における土地・建物
の売買等の仲介等を行う際に、重要土地等調査法に基づく届
出義務について、当事者に対して重要事項として説明するこ
とが必要となりますので、適切にご対応いただけますよう、ご
理解とご協力をお願いいたします。

詳しくは内閣府のホームページをご参照いただくか、下記
の内閣府のコールセンターまでお問い合わせ下さい。なお、区
域の指定状況や区域図については、ホームページの「区域の指
定について」のページに順次掲載しています。また、SNS（X（旧
Twitter）、Facebook、LINE）においても、区域の指定や施行等
について随時発信しておりますので、情報収集にお役立てく
ださい。

【特別注視区域】
【 注 視 区 域 】

（重要事項として説明が必要）　該当なし
八尾駐屯地、八尾空港（大阪市、八尾市、松原市、柏原市、藤井寺市）、信太山駐屯地（泉大津市、和泉市）、
原子燃料工業株式会社熊取事業所（泉佐野市、熊取町）、生駒無線中継所（東大阪市、奈良県生駒市）

【URL】https://www.cao.go.jp/tochi-chosa 

または  内閣府 重要土地  　　検索

内閣府重要土地等調査法コールセンター
電話番号：0570-001-125（平日9:30 ～ 17:30）

X（旧Twitter）（内閣府重要土地）
【URL】https://twitter.com/cao_tochichosa

Facebook（フェイスブック）（内閣府重要土地）
【URL】https://www.facebook.com/cao.tochichosa

LINE（ライン）（内閣府重要土地）
【URL】https://lin.ee/kNl7v17

SNS内閣府ホームページ

問い合わせ先

お問い合わせ先　大阪府 府民文化部 人権局 人権擁護課　擁護・調整グループ　TEL：06-6210-9284

06-6760-4013 06-6760-4014電話番号 FAX番号
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5

① 支払済金員の返還請求に
関する苦情

② 会員に対する支払・減額請求に
関する苦情

③ 損害賠償に関する苦情

④ 物件に関する苦情

⑤ 会員からの支払請求に
関する苦情

⑥ その他

宅建業者相談件数920件（1,943件の内 47.3%）

令和5年度　苦情解決申出処理等に関する内訳

項　　　目
1 会員の履行遅滞、契約不履行、不完全履行
2 瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限を起因とする契約解除
3 ローン不成立に関する契約解除
4 クーリング・オフによる解除
5 契約不成立、合意解除
6 過払い金の返還請求
7 その他
1 売買代金・預り金等の履行遅滞、不完全履行、契約不履行
2 瑕疵、数量、構造等による問題
3 その他
1 契約解除に伴う手付倍返し、違約金等に関する問題
2 瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限、数量、構造に関する問題
3 会員の履行遅滞、不完全履行、契約不履行に基づく損害賠償請求
4 抵当権抹消費用の支払請求
5 その他
1 引渡等の履行遅滞、不完全履行、契約不履行に関する問題
2 瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限、数量、構造、施設に関する問題
3 抵当権の抹消請求
4 その他
1 解約による違約金・損害賠償等の請求に関する問題
2 瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限に関する問題
3 手数料に関する問題
4 諸費用に関する問題
5 その他
1 その他

0
0
1
0
0
0
0
1
1
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

合　　　　　　計

内　　　　容 件　数 小　計

中央本部へ弁済移管済案件のうち
当年度 中央本部審査結果分

苦情解決申出処理および中央本部審査結果 報告書

苦情解決申出処理案件内容集計表

令和5年度 本部相談受付件数

苦情弁済委員会
令和5年11月30日現在

相談所運営委員会
令和5年11月30日現在

（  ）内は会員からの問合せ件数

令和5年11月30日現在

 

① 

前
月
末
未
解
決
件
数
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す
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弁
済
移
管

弁
済
枠
無

撤
回

認
証
拒
否

認
証

認
証
金
額

4月 2（0） 36（5） 10（0） 6（1） 78 （13） 0（0） 4（3） 0（0） 1（0） 95 （79） 2（1） 0（0） 0（0） 1（1） 235（103）
5月 2（0） 29（4） 7（0） 14（6） 71 （16） 0（0） 3（1） 0（0） 3（2） 86 （73） 1（1） 0（0） 0（0） 0（0） 216（103）
6月 1（0） 41（8） 5（0） 8（4） 83 （14） 1（1） 8（8） 0（0） 3（2） 111 （93） 1（0） 0（0） 0（0） 2（0） 264（130）
7月 2（0） 33（6） 10（1） 9（5） 83（9） 5（4） 6（5） 0（0） 1（1） 99 （86） 1（1） 1（0） 0（0） 2（1） 252 （119）
8月 0（0） 31（5） 7（1） 4（1） 69 （10） 0（0） 6（6） 0（0） 1（1） 71 （62） 2（2） 1（0） 0（0） 1（0） 193 （88）
9月 0（0） 44（4） 4（2） 6（2） 77 （11） 2（1） 5（5） 0（0） 2（0） 124 （96） 2（1） 2（2） 0（0） 1（1） 269 （125）

10月 3（0） 49 （12） 3（0） 7（4） 83 （17） 1（0） 11 （11） 3（0） 0（0） 114 （92） 1（0） 1（0） 0（0） 2（1） 278 （137）
11月 0（0） 36（2） 5（0） 12（5） 72 （15） 3（3） 6（5） 1（0） 2（1） 91 （80） 2（1） 4（2） 0（0） 2（1） 236 （115）
計 10（0） 299 （46） 51（4） 66 （28） 616（105） 12（9） 49 （44） 4（0） 13（7） 791 （661） 12（7） 9（4） 0（0） 11（5）1,943 （920）

割合（%） 0.5 0 15.4 5.0 2.6 0.4 3.4 3.0 31.7 11.4 0.6 1.0 2.5 4.8 0.2 0 0.7 0.8 40.7 71.8 0.6 0.8 0.5 0.4 0 0 0.6 0.5 100 47.3 

相
談
内
容

① 

業
者
に

　 

関
す
る
相
談

② 

契
約
に

　 

関
す
る
相
談

③ 

物
件
に

　 

関
す
る
相
談
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す
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す
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苦情解決申出処理報告書・苦情解決申出処理集計表・本部相談受付件数

※①＋②－③＝翌月①　※中央本部の審査件数は前年度以前に認証申出されたものを含む。

4月 9 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5月 11 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0
6月 12 2 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0
7月 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 4,564,500
8月 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0
9月 12 3 3 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 1 4,223,498

10月 14 2 2 0 0 0 0 0 2 0 1 0 1 1 0 1 2,000,000
11月 14 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0
計 11 7 2 2 0 0 0 5 0 2 0 3 6 3 3 10,787,998

1

2

2

0

0
0
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たくたくっっちちのの実務実務ノーノートト
不動産取引Q＆A

事実関係
　当社は賃貸の媒介業者である。当社が2年前に期間5年
の店舗賃貸借契約の媒介をした賃借人から、販売業績が
思うように上がらないため、契約を解除したいと申入れ
があった。賃貸人は、業績不振の賃借人では今後の継続的
な賃料収入の見込みに不安があるとの思いにより、賃貸
借契約の解約に合意する意向である。賃貸借契約の締結
時に、権利金の授受があったが、契約条項には賃借人から
中途解約できるとする約定はなく、中途解約時の権利金
返還の取決めもしていない。
　賃借人は、契約期間途中の契約解除であり、契約時に支
払った権利金の額のうち残存期間3年に対応する金額の
返還を要求しているが、賃貸人は、権利金は契約締結の対
価であり返還するつもりはないと主張している。

質　問
　賃貸借契約を期間途中で合意した場合、賃貸人は、賃借
人が賃貸人に対して支払った権利金のうち未経過期間に

相当する額を返還しなければならないか。

回　答
1．結論
　契約期間の定めのある賃貸借契約の中途解約の場合、
賃貸人は、未経過期間に相当する権利金の額を返還しな
ければならないと解する。

2．理由
　賃貸借契約では、契約時に一時金として礼金や権利金
が授受されるケースがある。一般的に居住用賃貸借契約
では礼金、店舗等の事業用賃貸借契約では権利金として
支払われることが多い。敷金や保証金と異なり、礼金、権
利金は契約期間終了時に返還されないのが通常である。
礼金は、額も少額で、賃借人が賃貸人に対して賃借の「お
礼（贈与）」として慣例化しているが、昨今の借り手市場で
は礼金なしの賃貸借契約も多い。権利金は、礼金のお礼と
しての性質から離れ、賃貸借契約の対価としての法的性

期間途中で賃貸借契約を合意解除した場合の
賃貸人の権利金の返還義務
期間5年で店舗を賃借した賃借人が2年で退去する。賃貸人も賃借人が契約期間
満了前に退去することに合意しているが、賃貸借契約時の契約条件として賃借人
は賃貸人に権利金を支払っている。
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質を持つ。権利金は、店舗等の立地が営業的に優位である
とした場合の「場所的権利の対価」、賃貸借契約締結をし
た「賃借権の対価」、賃料を低額に抑えたときの「賃料の一
部の一括前払い」、従前店舗（のれん）や造作、顧客を引き
継ぐ等商売上のメリットがある場合の「営業上の利益の
対価」とする等の各種のものがある。またそれぞれの対価
の複合である場合もある。しかし、権利金は、賃貸条件と
して設定され、契約上、その性質は必ずしも明確でない場
合が多い。
　権利金がいずれの対価の性質を持つものであれ、期間
に応じた権利金の額が設定されると予想され、契約当事
者間に特別の合意や特段の事情がなければ、権利金は契
約期間満了時に返還されないものである。
　期間を定めた賃貸借契約が当事者の合意で中途解除し
たときは、権利金は期間に応じた金額の設定がなされる
ことから、残存期間に対応する額を返還することが妥当
と解する。裁判例では、「合意解除は、賃借人の解約申し入
れに対し、賃貸人が承諾を与えたことにほかならないか
ら、賃借人は借家権を放棄したのであり、従って賃貸人に
は何らの返還義務がないとするのも一つの考え方であ
る」としながらも、「権利金は期間の長短がその額に影響
するものであり、一応約定の全期間に対する対価である
ものと考えられるので、期間の途中賃借人の一方的都合
によって、契約が終了した場合には、特段の事情のないか
ぎり、支払われた権利金のうち、残存期間に対応する部分
の金額から一定額を控除した額につき返還義務がある」
としたものがある（【参照判例】参照）。この裁判例では、残
存期間に対応する部分の金額から解約予告期間（民法第
617条第1項、同法第618条）に相当する賃料額の控除も認
めている。
　なお、期間の定めのない賃貸借契約の場合は、原則とし
て権利金の返還は要しないとした判例（昭和29年3月11日
最高裁）があるが、賃借期間が十数年経過したものであり
適切であろう。しかし、期間の定めがないときでも賃貸借
期間が比較的短期間で終了した場合は、終了事由にもよ

るが、賃借人が予定していた期間に応じた利益を受けて
ないと考えられ、権利金の一部を返還するのが妥当であ
ろう。

参照条文
●民法第601条（賃貸借）
　賃貸借は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相
手方にさせることを約し、相手方がこれに対してその賃
料を支払うこと及び引渡しを受けた物を契約が終了した
ときに返還することを約することによって、その効力を
生ずる。

●同法第617条（期間の定めのない賃貸借の解約の申入れ）
①�当事者が賃貸借の期間を定めなかったときは、各当事

者は、いつでも解約の申入れをすることができる。この
場合においては、次の各号に掲げる賃貸借は、解約の申
入れの日からそれぞれ当該各号に定める期間を経過す
ることによって終了する。

 一　（略）
 二　建物の賃貸借　3箇月
 三　（略）
 ②・④　（略）

●同法第618条（期間の定めのある賃貸借の解約をする権
利の留保）
　当事者が賃貸借の期間を定めた場合であっても、その
一方又は双方がその期間内に解約をする権利を留保した
ときは、前条の規定を準用する。

●同法第703条（不当利得の返還義務）
　法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を
受け、そのために他人に損失を及ぼした者（以下この章に
おいて「受益者」という。）は、その利益の存する限度にお
いて、これを返還する義務を負う。
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磯
い そ

野
の

　英
ひ で の り

徳 先生 2月22日木2月15日木

2月8日木

※�大阪宅建協会Webサイト会員専用ページ内より事前予約をお願いいたします。
※午後１時～３時、対象は会員業者の方のみです。
※�予約方法がご不明な場合は（☎06-6943-0621）にご連絡をお願いいたします。

弁護士による無料法律相談

2月1日木

2月29日木 3月7日木

3月14日木 3月21日木

村
む ら か み

上　博
ひ ろ か ず

一 先生

事前予約は
こちらから▶
大阪宅建協会Webサイト

会員業者

限定

住
す み は ら

原　秀
しゅういち

一 先生

住
す み は ら

原　秀
しゅういち

一 先生

村
む ら か み

上　博
ひ ろ か ず

一 先生

村
む ら か み

上　博
ひ ろ か ず

一 先生

岩
い わ も と

本　　洋
ひろし

 先生

岩
い わ も と

本　　洋
ひろし

 先生

参照判例
●東京地裁昭和44年5月21日　判時571号64頁（要旨）　
　契約にあたり、場所的利益の対価として権利金が支払
われた建物の賃貸借が終了した場合に、賃貸人がこれを
返還すべきものかどうかに関しては、その法理は十分確
立していない。ただ条理上いえることは、期間の定めのあ
る賃貸借において期間満了によって終了した場合は、返
還義務はない。期間の途中において、賃貸人の一方的都合
ないし、その責めに帰すべき事由によって終了した場合
は、支払われた権利金のうち残存期間に対応する部分は
返還すべきであろう。
　問題は、本件の場合のように、期間の途中において、賃
借人の解約したい旨の希望が容れられて合意解除により
契約が終了し、しかも、その合意解除において、権利金の
返還についての点については、なんらの取決めがなされ
ていない場合である。
　この場合、いわゆる合意解除は、賃借人の解約申し入れ
に対し、賃貸人が承諾を与えたことにほかならないから、
賃借人は借家権を放棄したのであり、従って賃貸人には
何らの返還義務がないとするのも一つの考え方である。
　しかし、これによると、この種権利金の額は期間の長短
によって定められるのを通常とするから、賃貸人は予想
外の利得をし、賃借人も、これに相応する損失をうけるこ
ととなり、公平を旨とする司法の精神にもとることとな
る。そこで、原則的には、不当利得の法理に立脚しつつ、賃
借人の一方的都合によって終了したという事実によっ
て、これを適正に調整按配するという態度が正しいと思
う。（中略）

　当裁判所としては、この種権利金は期間の長短がその
額に影響するものであり、一応約定の全期間に対する対
価であるものと考えられるので、期間の途中賃借人の一
方的都合によって、契約が終了した場合には、特段の事情
のないかぎり、支払われた権利金のうち、残存期間に対応
する部分の金額（くわしくいえば、権利金の額に、残存期
間の約定期間に対する比率を乗じた金額）から一定額を
控除した額につき返還義務があるものとし、その一定額
については、民法第618条・第617条第1項第2号の規定の趣
旨を参酌して、先の合計額が双方に公平な考え方である
と思う。

（イ）  賃料の3か月分に相当する額
（ロ）�3か月の約定期間に対する比率を権利金の額に乗じ

た額（権利金の3か月分相当額）

監修者のコメント
　賃貸借が期間途中で終了した場合の権利金の返還の要
否については、回答掲記の地裁判例も言うように、その法
理は十分に確立していない。したがって現実の裁判にお
いても当該権利金の法的性格も絡んで大いに争われると
ころである。
　本件の具体的結論としては、回答の結論が最も公平と
思われるが、権利金の返還については、合意解約の条件と
して協議して決定すべきである。なぜなら、中途解約がで
きる旨の特約がなければ、賃借人は中途解約がそもそも
できないのであるから、それを認めないという意味で賃
貸人の立場が強いので、それを基礎として話合いができ
るからである。

2310-R-0268掲載日：2023年10月
公益財団法人不動産流通推進センター「不動産相談」より引用 

  ※参照条文は当時のものです。
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必要な分だけ、
自由に組み合わせる 展示ブースキット

2023/03/15/ 社告＿H68×W180

高速オフセット  展示ブースキット

他にもパネル POP、タペストリーなど
豊富なアイテムをご用意しています。
　　　　　  詳しくはこちらから▶▶▶

CHECK!

06-6556-6501

TEL 06-6556-6500
大阪市西区北堀江2丁目5番24号 KOUSOKU堀江ビル

2名様に
　JCBギフト

カード5,000円分

正解は全スポットでした

3 2 1 3
2 2 0 3 0
0 1
2 3 2 0

3 3 0 3
2 3
0 1 2 2 2

1 2 1 0

①�点と点の間にタテヨコに線を引き、全体で１つの輪っか
を作りましょう。

②�４つの点で作られた正方形の中にある数字は、その正方
形の辺に引く線の数を表しています。数字のない正方形
には、何本の線を引くかわかりません。

③�線を交差させたり、枝分かれさせたりしてはいけません。

できあがった輪っか（線で作
られた囲い）の中に入る「２」は
いくつでしょう？

問　題

パズル制作／二コリ

Vol.43

今回の問題は...

スリザーリンクスリザーリンク

プレゼント
応募方法

vol.649 たくっちを探せの答え

正解者の中から抽選で2名様に、「JCBギフトカード5,000円分」を
プレゼントします。解答はWebフォームからご応募ください。

https://forms.gle/HCYp7v2VNb1XuxV47Webフォーム

賞品の発送をもって当選者の発表とさせて
いただきます。ご記入いただいた個人情報
は賞品発送のために使用いたします。

正解画像の一例

スリザーリンクのルール

答え

難易度

高

見
つ
け
て
く
れ
て

う
れ
し
い
っ
ち
！
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業界団体で構成する「不動産に関する人権問題連絡会」と大阪府では、
宅地建物取引におけるあらゆる人権問題を解消していくため、「人権推進員」を養成しています。
この講座では、宅地建物取引業に従事するすべての従業者を対象に、
宅地建物取引業を行ううえで理解しておかなければならない人権問題や法令等について、
分かりやすく解説しますのでぜひご参加ください。

※上記時間すべて受講いただいた方には「人権推進員証」と
　店頭に掲示していただく「ステッカー」を交付します。

◎ 「大阪府宅地建物取引業における人権問題に関する指針」
◎ 大阪府の「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」
◎ 「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」
◎ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」　など

右記申込フォーム（二次元コード）
またはTELにてお申し込みください。

■ 大阪府 都市整備部 住宅建築局 建築指導室 建築振興課
　 宅建業指導グループ：TEL 06-6210-9734

■ （一社）大阪府宅地建物取引業協会
　 研修部：TEL 06-6941-8197

●当日は新型コロナウイルス感染症対策
として、「マスク着用の推奨」、「消毒用ア
ルコールの設置」、「会場の換気」、「座席間
の距離の確保」等を行います。
●体調不良（だるい、発熱、咳が出る等）の
場合は、参加を自粛いただきますようお
願いいたします。
●新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め開催の中止や延期等になった場合、ま
たは会場が対応困難な事態になった場合
は、お申込者へ連絡いたします。
●身体に障がいなどがあり、手話・要約筆
記・車いす補助等をご希望の方は、開催2
週間前までにお問い合わせください。

※その他、詳しくは、大阪府の「宅地建物取引業とじんけん」のＷebサイトをご覧ください。
　https://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/sido-jinken/index.html

～なくそう住まいの差別「しない、させない、許さない」～

宅地建物取引業人権推進員
「養成講座」のご案内！

お申込み方法

講座内容に関するお問い合わせ先

OMMビル

合同庁舎
3号館

税理士
会館

合同庁舎
1号館

大阪府庁

大手前高校

京阪 天満橋
谷
町
線 

天
満
橋

全日大阪会館

令和5年度

開催日

時　間

会　場

受講料

令和6年 2月1日木
午後1時30分から午後5時まで（受付：午後1時～）

全日大阪会館（大阪市中央区谷町1-3 -26）
Osaka Metro谷町線『天満橋駅』3番出口より徒歩3分

無料

宅建業者の皆様へ
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2023年度 不動産無料一般相談フェアが開催されました

5月26日（金）

（うえほんまち）ハイハイタウン　
イベント会場

なにわ東 6月4日（日）

メイシアター（吹田市文化会館）
屋内ブース

北大阪 7月25日（火）

北区不動産会館前
（天神まつり）

北 9月10日（日）

東淀川区役所・東淀川消防署
多幸公園

新大阪

9月16日（土）

淀川区民センター
野中南公園

新大阪 9月23日（土・祝）

毛馬桜之宮公園

北 9月23日（土・祝）

布施駅前

東大阪八尾 10月1日（日）

鶴見緑地

なにわ京阪

10月8日（日）

八幡屋公園

西 10月8日（日）

松原市文化会館

南大阪 10月9日（月・祝）

阿倍野区民センター

なにわ阪南 10月9日（月・祝）

阪急宝塚線岡町駅西側広場 及び 
北摂不動産会館

北摂

10月14日（土）

長居公園
南西角 旧噴水前

なにわ南 10月15日（日）

史跡 難波宮跡公園

中央 10月15日（日）

浪速スポーツセンター

西 10月15日（日）

千島公園

西

10月15日（日）

長居公園 自由広場

なにわ阪南 10月15日（日）

堺市不動産会館　　

堺市 10月22日（日）

西九条コミュニティ広場

北 10月29日（日）

打上治水緑地

京阪河内

11月5日（日）

土佐公園

西 11月5日（日）

大枝公園

なにわ京阪 11月19日（日）

泉佐野市りんくう野外音楽堂

泉州

たくさん
ご協力

いただ
き

ありが
とうござ

いまし
たっち！
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